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公益社団法人全国市有物件災害共済会 

令和２年度通常理事会議事録 

 

１ 日  時  令和３年２月１日（月）午後１時００分～１時５３分 

２ 場  所  川崎区東田町５番地４ 川崎市役所第３庁舎１８階講堂、 

各理事市市役所副市長室等 

Ｗｅｂ会議システム（ＺＯＯＭ）を利用し、各理事間を音声

と画像の伝達を行う方法で開催した。 

なお、Ｗｅｂ会議システムについて、各会場間で音声及び映

像が双方向で伝わる環境となっていることを、事務局が理事会

開始の直前に確認した。 

３ 理事総数及び定足数  理事現在数 ２０名 定足数 １１名 

４ 出席理事  １７名（以下、敬称略） 

相川一郎、赤岡昌弘、伊東恵美子、加藤昭彦、金井慎一郎、 

小金井勉（常務理事）、佐藤憲男、清水寿夫、鈴木章一郎、鈴木達也、 

高橋徹（理事長職務代理者）、田尻充、中澤慎二、中村英一、 

福田紀彦（理事長）、藤本章、町田隆敏（五十音順） 

５ 欠席理事  ３名 

  今本雅祥、小池信之、鈴木清（五十音順） 

６ 出席監事  監事現在数 ２名 

石川哲治、遠藤幸子（五十音順） 

７ 議題 

 【決議事項】 

  議案第８号 令和３年度助成対象事業の承認及び協助金の交付額の決定について 

議案第９号 令和３年度事業計画書について 

議案第１０号 令和３年度収支予算書等について 

議案第１１号 地区協議会会長の選任について 

議案第１２号 嘱託職員就業規則の一部を改正する規則の制定について 

議案第１３号 事務局設置規程の一部を改正する規程の制定について 

議案第１４号 職務権限規程の一部を改正する規程の制定について 

議案第１５号 契約規程の全部を改正する規程の制定について 

議案第１６号 消防・防災施設整備事業等資金融資資産の一部を取り崩すことの承認 
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について 

議案第１７号 理事長の利益相反取引に係る承認について 

 【報告事項】 

報告第５号 代表理事の職務執行の状況について 

報告第６号 新規入会について 

報告第７号 理事の退任について 

報告第８号 相互救済事業の見直しの検討状況について 

８ 議事の経過の要領及びその結果 

（１）定足数の確認 

福田紀彦理事長（以下「福田理事長」という。）が挨拶を行った。 

続いて、議事の開始に先立ち、事務局から定款第３３条第１項に基づき、

福田理事長が議長に就く旨の説明を行った。 

議長は、理事会の開会を宣言し、続いて、定款第３４条第１項に規定する

理事会の定足数を満たしていることを事務局に確認した。 

（２）議事の審議状況 

議長は、議事録について、定款第３６条第２項に基づき、出席した代表理

事及び監事が記名押印する旨を告げ、議案の審議に入った。 

なお、議案第１７号は定款第３４条第１項に基づき、福田理事長が決議に

参加できないため、定款第３３条第１項ただし書き及び理事会等運営規程

第６条第１項に基づき、高橋徹理事長職務代理者が議長に就いた。 

議案の審議については、小金井勉常務理事（以下「小金井常務理事」とい

う。）の議案説明後、議長が採決をする形式で行った。 

【決議事項】 

ア 議案第８号「令和３年度助成対象事業の承認及び協助金の交付額の 

決定について」 

議案第８号について、次のとおり説明を行った。 

この議案は、助成規程第６条に基づき、令和３年度の助成対象事業の承

認と協助金の交付額の決定について提案するものである。 

令和３年度の協助金については、５団体（全国市長会、全国市議会議長

会、公益財団法人日本都市センター、公益財団法人日本消防協会及び一般

財団法人日本防火・防災協会）から申請があり、交付金額は、その財源の

一部である収益事業が赤字となる見込みのため、昨年度の２億円から１
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億円に減額したものである。 

各申請事業は、本会の助成事業の目的に合致しており、その重要性や継

続性を考慮し、各団体の事業に対し申請のとおり協助金を交付したいと

考えている。 

審議の結果、議案第８号は全員が賛成し、原案のとおり可決した。 

イ 議案第９号「令和３年度事業計画書について 

議案第１０号「令和３年度収支予算書等について」 

議案第９号及び議案第１０号について、次のとおり一括して説明を行

った。 

（ア）相互救済事業 

令和３年度の分担金収入については、建物総合損害共済で６５億

２,１００万円、自動車損害共済で３２億３,５００万円を見込んでい

る。 

平成３０年度、令和元年度に発生した台風等の自然災害により、災

害共済金の支払見込額が増大し、相互救済事業の経営が極めて深刻な

状況となっている。このため、相互救済事業を安定的、持続的に経営

することができるよう、制度の見直しを検討しており、その状況につ

いて、報告第８号で報告する。 

（イ）防災に係る調査研究及び普及啓発事業 

ごみ処理施設の事故防止や被害低減のための普及啓発のほか、雷害

事故の被害軽減や車両事故防止などを目的としたセミナー等の開催に

取り組む。 

（ウ）消防・防災施設整備事業等資金融資事業 

令和３年度の融資については、平成３０年度と令和元年度に発生した

自然災害による災害共済金の支払いに融資資産の一部を充てるため、融

資金償還額の５０％相当である４８億円を融資総額として予定してい

る。 

（エ）防災専門図書館事業 

防災意識の向上に寄与するため、収蔵資料の充実と活用、認知度向上

のための広報、関連機関との連携等の取組を積極的に進める。 

（オ）防災その他様々な都市機能の健全な維持発展に関する事業 

「都市防災推進セミナー」及び「防災フォーラム」の開催等をとお
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して、震災等の対策に関する普及啓発を行う。 

また、議案第８号で説明した助成事業を実施する。 

（カ）日本都市センター会館事業 

日本都市センター会館の「ホテル部門」及び「オフィス部門」の運

営を行っているが、「ホテル部門」については、新型コロナウイルス

の感染拡大により、令和２年の１月から売上が大幅に落ち込んでお

り、令和３年度の当期経常増減額は、４億８，４２６万１千円の減を

見込んでいる。 

（キ）全国各市の利便に資する保険手続きに関する事業 

道路賠償責任保険の取扱業務及び自動車損害賠償責任保険の代理

店業務について、令和３年度の当期経常増減額を、 

１，４９６万円の増と見込んでいる。 

続いて、議案第１０号、令和３年度収支予算書等について次のとお

り説明を行った。 

公益目的事業は、経常収益の合計及び経常費用の合計は、ともに 

１４２億４，０９６万３千円であるため、当期一般正味財産増減は 

０円となり、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律に

定める収支相償に適合する。 

収益事業の当期一般正味財産増減は、会館事業で４億８，４９６万

円の減、保険手続事業で１，４９３万９千円の増となる見込みであ

る。 

法人全体では、経常収益合計が１６１億６，１１３万４千円、経常

費用の合計が１６６億３，０４３万５千円となり、法人税等を差し引

いた額は、４億７，００２万１千円の減となるため、一般正味財産

は、減少となる見込みである。 

次に、共済基金分担金の法人会計への充当額は、２億１，４１７万

円を見込み、業務方法書の規定に適合する旨、また、「資金調達、設

備投資並びに特定資産（資産取得資金）の積立額の見込み」について

説明した。 

審議の結果、議案第９号及び議案第１０号はいずれも全員が賛成

し、原案のとおり可決した。 

ウ 議案第１１号「地区協議会会長の選任について」 
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議案第１１号について、次のとおり説明を行った。 

現在、福田川崎市長が就任している関東地区協議会会長に、副市長であ

る伊藤弘氏の選任を提案するものである。 

審議の結果、議案第１１号は全員が賛成し、原案のとおり可決した。 

エ 議案第１２号「嘱託職員就業規則の一部を改正する規則の制定について」 

議案第１２号について、次のとおり説明を行った。 

パートタイム・有期雇用労働法が令和３年４月から適用されることに

伴い、嘱託職員を職務内容、配置の変更等に応じて整理するとともに、休

暇に関する規程を整備すること等のため、嘱託職員就業規則の一部を改

正するものである。 

審議の結果、議案第１２号は全員が賛成し、原案のとおり可決した。 

オ 議案第１３号「事務局設置規程の一部を改正する規程の制定について」 

議案第１３号について、次のとおり説明を行った。 

防災専門図書館事業について、防災に係る調査研究・普及啓発事業を実

施している業務部企画・防災課へ移管し、効率的な業務執行体制となるよ

う、事務局設置規程の一部を改正するものである。 

審議の結果、議案第１３号は全員が賛成し、原案のとおり可決した。 

カ 議案第１４号「職務権限規程の一部を改正する規程の制定について」 

議案第１５号「契約規程の全部を改正する規程の制定について」 

議案第１４号及び議案第１５号について、次のとおり一括して説明を

行った。 

職務権限規程については、契約規程の全部改正に伴い、専決事案の整理

と、建物総合損害共済の共済金の支出決定における地区事務局長の権限

を強化するため、改正するものである。 

続いて、議案第１５号、契約規程の全部を改正する規程の制定について

について次のとおり説明を行った。 

契約規程については、本会の契約事務をより適正に執行するため、全部

改正を行うもので、主な改正点は次の通りである。 

（ア）契約事務をより適正に執行するための体制整備 

（イ）一般競争入札等の契約事務手続の規定の整理 

（ウ）施行細則を定めるなど規程の構成の整理 

審議の結果、議案第１４号及び議案第１５号はいずれも全員が賛成し、
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原案のとおり可決した。 

キ 議案第１６号「消防・防災施設整備事業等資金融資資産の一部を取り崩 

すことの承認について」 

議案第１６号について、次のとおり説明を行った。 

令和２年１月３１日開催の通常理事会で決議された事業計画のとおり、

災害共済金の支払に充てるため、令和２年度の消防・防災施設 整備事業

等資金 融資資産の一部取り崩しを行う。融資資産の取崩額は４８億円、

取崩し後の融資資産の額は４３７億円、取崩しの時期は令和３年２月１

日を予定している。 

審議の結果、議案第１６号は全員が賛成し、原案のとおり可決した。 

ク 議案第１７号「理事長の利益相反取引に係る承認について」 

議案第１７号について、次のとおり説明を行った。 

福田理事長が市長を務める川崎市と本会との建物総合損害共済及び自

動車損害共済委託契約並びに消防・防災施設整備事業等資金融資貸付に

ついて、承認をお願いするものである。 

いずれの取引についても、本会の業務規程及び融資規程に基づき他団

体と同一の条件で契約を行っている。 

審議の結果、議案第１７号は決議について特別の利害関係を有する出

席理事（福田理事長）を除く他の出席理事の全員が賛成し、原案のとおり

可決した。 

【報告事項】 

ア 報告第５号「代表理事の職務執行の状況について」 

  代表理事３名の職務執行の状況について、理事会等運営規程に定める

別記様式「代表理事の職務執行報告」に基づき、次の事項等について、そ

れぞれ報告を行った。 

（ア）定款に基づく会議（総会及び理事会）の招集 

（イ）人事関連 

（ウ）消防・防災施設整備事業等資金融資事業における令和３年度融資総額

の減額 

（エ）新規入会の承認 

（オ）建物総合損害共済及び自動車損害共済における高額（１件１，０００

万円超）な災害共済金の支出決定 
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イ 報告第６号「新規入会について」 

令和２年７月に入会を承認した那珂川市の報告を行った。 

ウ 報告第７号「理事の退任について」 

令和２年７月の定時総会での理事改選後、１名の理事が退任し、現在の

理事数は２０名となる旨の報告を行った。 

エ 報告第８号「相互救済事業の見直しの検討状況について」 

報告第８号について、次のとおり報告を行った。 

平成３０年度と令和元年度に発生した大規模な自然災害により、相互救

済事業の収支が悪化し、深刻な流動資産不足の状況となっていることから、

現在、外部の有識者による意見も参考にしながら、相互救済事業の見直し

について検討を進めているところである。 

相互救済事業を持続的に経営するためには、保険数理人の計算を基とし

たリスクの総額１６０億円を流動資産として保有する必要があると考え

ている。令和２年度及び令和３年度に融資資産を取崩すことにより、流動

資産５６億円の確保を見込んでいるが、なお１００億円が不足する状態に

ある。約１００億円を積み立てるため、「分担金基率の改正」、「災害の補

償割合の見直し（雪災、土砂災害の補償割合を５０％に引き下げ）」等の

計画を検討し、また、これらの計画と並行して業務の執行体制の見直しや

業務の合理化など事業費の削減に努める。 

「実施時期」、「積立年数」、「委託団体の分担金の負担増」などについて

は、５月の理事会に向けて、委託団体の財政事情と負担増の程度を勘案し

ながら検討し、具体的な計画を示す予定である。 

報告第８号について、次のとおり質疑応答が行われた。 

赤岡昌弘理事 

 

 

 

 

 

 

 

 

「各自治体コロナ禍にあり、財政状況が厳しく、分担

金の負担増が財政に与える影響は少なくないと思わ

れる。この重要な問題を、理事だけで判断することは

できるのか。例えば、すべての加入団体を対象に意向

調査を行うなど、全体の意見集約に努めてもらいた

い。また、全国一律となる分担金基率表の採用を検討

するということだが、近年の災害の状況を踏まえて、

地域別分担金基率表の見直しを行うという選択肢も

あるのではないか。」 
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小金井常務理事 

 

 

 

 

 

 

 

福 田 理 事 長 

 

 

「加入団体の意見集約については、まず５月の理事会

に向けて、本会が考えている素案をお示ししたいと考

えている。その後、素案に基づく分担金増加予定額を

各団体へ知らせるなどして、意見を伺いながら検討を

行いたい。全国一律の分担金基率については、当面先

の話である。現時点では、この１０年間の災害に応じ

て、地区別分担金基率表の見直しを行うことを考えて

いる。」 

「まずは、本会が危険な経営状態であるという認識

を、各委託団体へ丁寧に説明していく必要がある。そ

れぞれに丁寧に取り組み、報告させていただく方向で

５月の理事会に向けて準備を進めていく。」 

 

以上をもって議案の審議等を終了し、議長が出席者の発言について確認した

ところ、発言は無かったので、午後１時５３分、議長は閉会を宣言し、解散した。 

以上、この議事録が正確であることを証するため、出席した代表理事及び監事

は記名押印する。 

 

令和３年２月１日 

代表理事  福 田 紀 彦  印    

  

 

代表理事  高 橋   徹  印 

 

 

代表理事  小金井   勉  印 

 

 

監  事  遠 藤 幸 子  印 

 

 

監  事  石 川 哲 治  印 


